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（1）全国高速道路ネットワークの状況 

 全国ミッシングリンクの整備 
  高規格幹線道路の未整備区間の整備を推進、都市間移動の速達性を高める 
   → 14,000kmのうち11,604km（約８割）が供用済み（H30.4時点） 
   → 供用区間のうち4,365km（約４割）が暫定２車線   

「全国道路網等図」国土交通省HP 

 ４車線化の推進 
 [速度] 時間信頼性 
 [事故] 事故防止 
 [災害] リダンダンシー確保 
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（2）道路の老朽化対策 

 H25年度の道路法改正により、全ての橋梁・トンネル等について、５年に１度、近接目視点検 
  → H30年度で点検が一巡 
  → ４段階評価(Ⅰ～Ⅳ)のうち、Ⅲ(早期措置段階)・Ⅳ(緊急措置段階)の橋梁修繕等が必要 
  → メンテナンスのセカンドステージへ（予防保全の取組等） 

「道路メンテナンス年報（平成29年度）の概要」国土交通省HP 2 



（3）道路の防災対策 

 激甚化する自然災害、切迫する巨大地震への対応 

熊本地震（H28.4） 熊本県 

福井地方の豪雪（H30.2） 福井県 

平成30年７月豪雨（H30.7） 広島県 

台風第21号（H30.8） 大阪府 

「被災状況報告など」国土交通省HP 3 



（4）重要物流道路制度 

 H29年度の道路法改正により、平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土
交通大臣が物流上重要な道路輸送網を「重要物流道路」として指定する制度を創設 

 指定された道路のうち、特別の構造基準を満たした道路については国際海上コンテナ車等の通
行に係る許可が不要 

「重要物流道路制度の創設について」国土交通省HP 

1/2 

国際海上コンテナ車（40ft背高） 
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（4）重要物流道路制度 

 高規格幹線道路や地域高規格道路、直轄国道等を軸にして、拠点に接続 
 重要物流道路の脆弱区間に対する代替路や災害時の物流拠点への補完路を設定 

「重要物流道路制度の創設について」国土交通省HP 
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 京都府域の対応方針（案） 
 ・京都府幹線道路協議会で議論、選定 
 ・高規格幹線道路、地域高規格道路、直轄国道、港湾アクセス道路等から指定を検討 
 ・今年度内を目途に供用中道路＋事業中道路をベースとして一次指定 
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（5）ICTやビッグデータ等の活用、自動運転サービスの検討 

 地域経済・社会における課題を柔軟かつ強力に解決するため、ICTやビッグデータを最大限に活
用した地域道路経済戦略を推進 

 高齢化が進行する中山間地域の移動手段として、道の駅等を拠点とした自動運転サービスの社
会実装に向けた取組を推進 

「中山間地域における道の駅等を拠点とした 
 自動運転サービス実証実験について」国土交通省HP 

道の駅等を拠点とした自動運転サービス ビッグデータを活用した交通安全対策（新潟県日和山地区） 

「生活道路対策エリアの取組事例」国土交通省HP 6 


